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序　　　　　文

ヴィエトナム国における電力基盤の整備は、経済成長のためのインフラ整備への取組みの一環

として急務です。同国の電力供給・電源開発は、ヴィエトナム電力公社（EVN）が所管しており、

電力の安定供給を図るべく増加する電力設備の整備を行っています。

また、増加する電力設備の運転維持のため、電力技術者の養成を行っていますが、急速に増大

する電力設備の運転及び新型機器の維持管理に対応できる技術者の養成のための指導体制として

は、指導技術及び設備共に十分ではありません。

このような状況から、同国政府は、電力技術者養成のための訓練技術の向上を目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を要請する旨表明していました。

この状況を受け、我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて、プロジェクト方式技術協力

のスキームの説明、並びに、先方要請の背景やプロジェクトの内容及び実施体制について、ヴィ

エトナム側関係者との協議及び同国の電力分野の周辺情報収集を通じて確認し、協力の可能性を

調査することを目的に、基礎調査団を 1999 年 4 月 3 日から 4 月 15 日まで派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力をいただいた日本・ヴィエトナム両国の関係各位に対し

深甚の謝意を表すとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

1999 年 4 月

国 際 協力事業団　　

鉱工業開発協力部   　　　　　

部長　林　　典伸 　　　
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Ⅰ　調査結果の要約

標記基礎調査団は、1999 年 4 月 3 日より 4 月 15 日まで、ヴィエトナム国に滞在しヴィエトナム

国側と協力内容の詳細について協議を行った。

その結果をミニッツ（M ／D）に取りまとめ、4 月 14 日、ヴィエトナム電力庁（EVN）総裁Mr.

Hoang Trung Hai と足立団長との間で署名交換を行った。

その概要は以下のとおり。

1　プロジェクト方式技術協力のスキーム

（1）プロジェクト方式技術協力

1）プロジェクト方式技術協力は、

専門家の派遣

研修員の受入れ

機材供与

により、技術移転を行い、人材を育成することを目的とする。

2）本スキームの目的・性格から、以下のものは、好ましくない。

　（ア）国家計画に合致しないもの

　　（イ）インフラ整備を目的とするもの

　　（ウ）カウンターパートが配置されないもの

　　（エ）活動拠点であるプロジェクトサイトが確保できないもの

　　（オ）プロジェクト活動地域が広範囲にわたるもの

　　（カ）商品生産に直接かかわるもの

3）協力を受ける側の負担

　　（ア）プロジェクトサイト建物、設備

　　（イ）供与された機材に必要な消耗品、補修用部品

　　（ウ）カウンターパートの配置

　　（エ）ローカルコスト（プロジェクト運営経費）

　　（オ）プロジェクトの自立発展

　　（カ）日本人専門家への特権、便宜供与

（2）プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）

円滑なプロジェクトの実施のために、プロジェクトの計画手法である PCM が、プロジェク
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トの達成度を管理評価するために用いられている。この手法は、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）を用いて管理される。

PDM は、プロジェクトの要約表であり、投入、活動、成果、目標、指標、外部条件が記載

され、これらの諸要素の相互関係を示したものとなっている。

（3）共同委員会

プロジェクトの進捗状況確認及び運営上の問題について協議するための共同委員会を設置

し、少なくとも年 1 回は開催する。

（4）評価 5 項目

目標達成度、効果、実施の効率性、計画の妥当性、自立発展性の 5 項目について、評価を行

う。

（5）合同評価

協力終了の 6 か月前、また、必要があれば協力中、協力後についても、評価を行う。

2　プロジェクトの背景

（1）調査項目

1）ヴィエトナム国における電力技術訓練状況について調査を行った。

この状況調査を行うなかで、将来の電力分野の発展のために、EVN 職員に対する訓練の

重要性を確認した。

また、EVN から訓練センターの人材育成計画について説明があり、1999 年 6 月末に政府

へ申請する予定であるとの説明があった。この計画には、ハノイ職員訓練センターの増強

計画も含まれている。

調査団としては、計画が政府により認可された段階で、JICA へ連絡するよう依頼した。

2）電力訓練関連の機関をミニッツに添付した。

（2）暫定的なプロジェクト概要

1）プロジェクト名称：ヴィエトナム電力分野指導者養成プロジェクト

2）本件の所轄官庁は、工業省。実施機関は EVN。

3）プロジェクト総括責任者は EVN 総裁、及び実施責任者はプロジェクトサイトの責任者。

4）プロジェクト協力期間：ヴィエトナム国側からは、5 年間の要請があった。

5）プロジェクトサイトは、ハノイ市内。



─ 3 ─

6）技術移転分野

（ア）ターゲットグループ：訓練センターの指導者

（イ）分野

ａ）送変電運転保守

ｂ）配電保守

ｃ）水力発電運転保守

ｄ）火力発電運転保守

ｅ）エネルギー経済

ｆ）情報・自動制御

ｇ）計測・試験

ｈ）機械・据え付け

ｉ）企業における電力技術

上記に加えて、特に EVN の経営を強化する次の分野について要請があった。

ａ）市場管理・顧客サービス

ｂ）財務会計

ｃ）人事管理

7）技術移転方法

専門家による講義、実習により実施。専門家指導のための機材供与及び補完としての研

修員の受入れを行う。

3　そ　の　他

（1）協議の参加者リスト添付。

（2）プロジェクト実施までのスケジュール

正式要請書が日本政府に提出され、EVN による電力訓練センター人材育成計画が認可され

た後、事前調査団を派遣する。プロジェクトのスケジュールは、事前調査団派遣時に協議す

る。
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Ⅱ　調査団の派遣

1　調査団派遣の背景

ヴィエトナム国における電力基盤の整備は、経済成長のためのインフラ整備への取り組みの一

環として急務である。同国の電力供給・電源開発は、ヴィエトナム電力公社（Electricity of Viet

Nam（EVN））が所管しており、水力資源の豊富な北部地域における水力電源の開発、国内で産出

する石炭を燃料とする火力電源の開発、並びに、同国の南北に長い形状から電源地域である北部

から南部地域への送電設備の増強など電力設備の整備を行っている。

また、電力の安定供給を図るべく増加する電力設備に対応するため、電力技術者の養成を行っ

ている。しかし、急速に増大する電力設備の運転及び、新型機器の維持管理に対応できる技術者

養成のための指導体制としては、指導スキル及び設備共に更なる向上が必要である。

かかる状況下、ヴィエトナム国は、電力技術者養成のための訓練技術の移転を目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を要請する旨表明している。

なお、我が国の同国の電力分野への協力は、1995 年 9 月に電力開発計画マスタープランの作成、

さらに、北部で生産される石炭を燃料としたファライ火力発電所を代表とする火力発電所建設へ

の協力を行っている。

2　調査団派遣の目的

今回の基礎調査団は、プロジェクト方式技術協力のスキームの説明、並びに、先方要請の背景

やプロジェクトの内容及び実施体制について、ヴィエトナム国側関係者との協議及び同国の電力

分野の周辺情報の収集を通じて確認し、同国電力技術者（エンジニア及びテクニシャン）養成分野

における状況の把握、ニーズの確認、プロジェクト方式技術協力の可能性を判断できるだけのデー

タの収集を行い、協力の可能性を検討することを目的として、基礎調査団を派遣した。

3　調査団の構成

氏　名 分　野 所　　　属

足立　隼夫 団長・総括 国際協力事業団　国際協力専門員

古山　秦史 電力政策 通産省資源エネルギー省公益事業部電力技術課

沼田　浩二 研修計画 社団法人海外電力調査会電力国際協力センター業務部　副長

塚原　澄雄 電力技術
（コンサルタント）

日本工営（株） エンジニアリング事業部
プラントエンジニアリング部特別顧問

横澤　康浩 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課
研修員
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4　調 査 日 程

日
順 日　付 曜

日

調査内容・行程
宿泊地

ヴィエトナム基礎調査 電力政策、協力企画

1 4月3日 土
　移動　ビエンチャン⇒（TG691）⇒
　　　　バンコック⇒（VN830）⇒
　　　　ハノイ

ハノイ

2 4月4日 日 　終日　資料整理 ハノイ

3 4月5日 月
　移動　成田⇒（CX509）⇒
　　　　香港⇒（CX791）⇒
　　　　ハノイ

　他団員と合流 ハノイ

4 4月6日 火

　午前　JICAヴィエトナム事務所
　　　　在ヴィエトナム日本国大使館（表敬）

　午後　設計投資省（MPI）（表敬）
　　　　工業省（MOI）（表敬）

ハノイ

5 4月7日 水

　午前　EVN表敬及び協議

　午後　中級第１電気職業専門学校訪問
　　　　電気技術訓練学校訪問

ハノイ

6 4月8日 木 　終日　現地調査　Hoa Binh 水力発電所 ハノイ

7 4月9日 金

　午前　IE（Insutitute of Energy）表敬
　　　　EVNとの協議

　午後　第１送電会社訪問
　　　　EVNとの協議
　　　　現地調査変電所

ハノイ

8 4月10日 土 　終日　現地調査 Pha Lai火力発電所 ハノイ

9 4月11日 日 　資料整理

　電力政策団員帰国
　　移動　ハノイ⇒（CX790）⇒
　　　　　香港⇒（CX500）⇒
　　　　　成田

ハノイ

10 4月12日 月
　午前　EVNとのM／D作成及び協議

　午後　職員訓練センター訪問
ハノイ

11 4月13日 火
　午前　OECFヴィエトナム事務所訪問

　午後　EVNとのM／D作成及び協議
ハノイ

12 4月14日 水

　午前　M／D署名交換

　午後　日本国大使館報告
　　　　JICA事務所報告

ハノイ

13 4月15日 木 　移動ハノイ⇒（CX790）⇒香港⇒（CX500）⇒成田
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5　主要面談者

5 － 1　ヴィエトナム国側

（1）計画投資省（MPI）

Dr. Ho Quang Minh Deputy Director General

Foreign Economic Relations Dept.

（2）工業省（MOI）

Mr. Phan Trong Tiem Deputy General Director

International Cooperation Dept.

Eng. Dang Ba Tho Senior Officer

Mr. Le Hoi Personel and Training Expert

（3）電力公社（EVN）

Mr. Hoang Trung Hai President and CEO

Mr. Nguyen Huu Duyen Deputy Director International Cooperation Dept.

Mr. Hoang Quoc Vuong Chief Assistant

Mr. Dinh Van Toan Senior Expert

Department for Organization and Personnel

（4）エネルギー研究所（IE）

Dr. Nguyen Manh Hien Director

Eng. Tran Manh Hung Head of International Cooperation Dept.

Ms. Nguyen Thi Thu Nga Electric Power System Management

5 － 2　日 本 側

（1）在ヴィエトナム日本国大使館

井村　久行 二等書記官

安楽岡　武 二等書記官

（2）JICA 事務所

地曳　隆紀 所長

畠山　敬 次長

菊地　和彦 所員
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Ⅲ　調査・協議結果

調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

1. 電力分野の状況
（1）概　要

ア

イ

電力分野の現状
・組織
・設備
　EVNの傘下には、現在13
の発電所があり、ほかに小
規模の発電施設がいくつか
ある。総発電容量は4,500
MWで、発電設備の70％は
水力発電である。
・発電実績
　総発電容量は約4,500MW
で、発電設備の70％は水力
発電である。昨年（1997年）
の発電電力量は前年比18％
の伸びを示した。
・需要想定
　過去数年間毎年の成長率
は13～14％となっている。
・開発計画
　需要の増加に対応するた
め に 容 量 ベ ー ス で 毎
年600MWの電源増強が必要
である。
国家計画
　現行の開発計画は、1996
年6月に第8回党大会にて発
表された、1996～2000年の
社会経済開発 5 か年計画で
ある。この中で、持続的か
つ効率的な経済成長をめざ
す諸策のガイドラインの中
に、開発のボトルネックと
なっている部分より優先的
にインフラを改善・整備す
ることが述べられている。

・

・

・

左記について、現
状を確認するとと
もに、最新の統計
資料等を入手す
る。
同国の電力設備の
現状について、現
地にて確認する。

国家計画における
電力分野の位置づ
けについて確認す
る。

・左記について、現状
　を確認するととも
　に、最新の統計資料
　等を入手した。
・同国の電力設備の現
　状について、現地に
　て確認した。





─ 9 ─

調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）協力状況 ア 我が国の協力実績
　　・開発調査
　　　全国電力開発計画調査
　　（1995.5）
　　・有償資金協力
　　　フーミー火力発電所建設
　　　ファライ火力発電所建設
　　　ハムトゥアン・ダーミー
　　　水力発電所

イ その他海外機関の協力実績 ・ 左記について、現
状を確認する。

・

・

協力する発電所の
運転保守要員の確
保が課題。

職員研修センター
に世界銀行のロー
ン（300万ドル）で
研修用機材を購
入（2000年6月）予
定。また、ヴィエ
トナム国側にて研
修員用宿舎（200万
ド ル ） を 建設予
定。

2 . 要請内容の確
　　認・検討
（1）具体的協力形
　　　態・内容の確
　　　認

　　アドバンス要請書には以下
　のとおり記載されている。
　ア プロジェクト名称
　　（和）電力技術者養成プロ
　　　ジェクト
　　（英）Power Technology
　　　Instructor Training Project
　イ 協力要請内容
　　 ・電力訓練センターイン
　　　 ストラクターへのトレー
　　　ニング
　　 ・電力訓練センターカリ
　　　 キュラム作成への協力
　ウ 協力分野
　　 ・配電設備保守管理
　　 ・送変電設備保守
　　 ・変電設備運転保守
　　 ・火力発電所運転保守

・

・

・

・

左記要請内容の確
認を行う。
日本側の予算の関
係もあり、要請さ
れているすべての
分野について、今
回協力できるわけ
ではないことを説
明する。
協力内容・分野に
ついて、課題につ
いて調査・分析し
た結果を基に、ヴ
ィエトナム国側と
協議を行う。その
結果をミニッツに
記載する。
なお詳細は、要請
内容及び本調査結
果を勘案し、事前
調査時に協議する
ことを説明する。

・

・

・

・

左記要請内容の確
認を行った。
左記を説明した。

協力内容・分野に
ついて、ヴィエト
ナム国側と協議を
行い、その結果を
ミニッツに記載し
た。

なお詳細は、要請
内容及び本調査結
果を勘案し、事前
調査時に協議する
ことを説明し、ミ
ニッツに記載し
た。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（2）要請機材

（3）協力期間

（4）要請書の状況

　アドバンス要請書によると
ア　現業技術のトレーニング
　に必要なモデル
イ　計測器
を要請しているが、詳細及び
総額は不明。

　
アドバンス要請書では、５年
間を希望しているが、詳細ス
ケジュールは不明。

　アドバンス要請書はEVNを
出てMPIに入っている。

・

・

・

技術移転に必要と
考えられる機材に
ついて検討する。

上記協議・検討結
果を踏まえ、概略
プロジェクトスケ
ジュールを聴取す
る。

正式要請書の状況
を確認する。

・

・

・

事前調査時に詳細
について協議する
旨、ミニッツに記
載した。

ヴィエトナム国側
より協力期間は５
年間との説明があ
った旨ミニッツに
記載した。

正式要請書は、計
画投資省にあり、
早期の提出に努力
する旨、担当者よ
り説明があった。

3. 関係機関
（1）援助受入窓口

（2）所轄官庁

（3）実施機関

（4）プロジェクト
　　 サイト

計画投資省
（MPI: Ministry of Planning and
Investment）

工業省
（Ministry of Industry）

ヴィエトナム電力公社
（EVN: E l ec t r i c i t y o f V i e t
Nam）

　アドバンス要請書には以下
のとおり記載されている。

　ハノイ近郊のSoc Son第二訓
練センター

・

・

・

・

・

左記を確認する。

左記を確認する。

左記を確認する。

左記を確認する。

協力の成果を普及
する観点、及びプ
ロジェクト実施を
円滑に行うため
に、実施機関があ
るハノイの近郊に
位置する電力訓練
センターを選定す
るよう説明する。

・

・

・

・

・

左記を確認した。

左記を確認し、ミ
ニッツに記載し
た。
左記を確認し、ミ
ニッツに記載し
た。

ハノイ市に設置す
る旨、ミニッツに
記載した。

協力の成果を普及
する観点、及びプ
ロジェクト実施を
円滑に行うため
に、実施機関があ
るハノイの近郊に
位置する職員訓練
センターをプロジ
ェクトサイトとし
たい旨、口頭で説
明した。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（5）予　算

（6）施設設備の現
　　 状

（7）カウンター
　　 パートの配置

　アドバンス要請書によると
予算状況は以下のとおり。
ア 各電力訓練センターは独
　　立会計となっており、各
　　配電会社からの授業料で
　　運営されている。
イ 第二訓練センターの予算
　　は以下のとおり。
1997年　615百万VND
（約615万円）
1998年　914百万VND
（約914万円）

ア 現有機材の状況

イ 建物他付帯設備の状況
ウ 同国電力設備の状況

・

・

・

・

・

左記を確認すると
ともに最新のデー
タを入手する。

プロジェクトサイ
トを訪問し、左記
状況を確認する。
プロジェクトサイ
トの図面を入手す
る。
発電所・変電所を
訪問し、状況を確
認する。

カウンターパート
リストを入手する
とともに、各カウ
ンターパートの経
歴や学歴（海外で
の学歴も含む）を
確認する。

・

・

・

・

・

事前調査時に、プ
ロジェクトサイト
を確定し、確認す
る。

プロジェクトサイ
トを訪問し、左記
状況を確認した。
事前調査時にプロ
ジェクトサイト確
定後、確認する。
発電所・変電所を
訪問し、状況を確
認した。

カウンターパート
リストは、各訓練
センターの指導者
とする旨、ミニッ
ツに記載した。

4. プロジェクト方
　 式技術協力の説
　 明
（1）プロジェクト
　　 方式技術協力
　　 のスキーム

・

・

プロジェクト方式
技術協力のスキー
ムについて説明を
行うとともに、PCM
特にPDM及び評価
５項目の説明を行
う。
プロジェクトの主
体はヴィエトナム
国側にあること、
並びにプロジェク
トの実施にあたっ
ては、機材の国内
輸送・関税措置、
プロジェクトサイ
ト建物、カウンタ
ーパートの配置な
どの負担を行うこ
とを説明する。

・

・

左記の説明を行
い、その内容につ
いてミニッツに記
載した。

左記を説明し、そ
の内容をミニッツ
に記載した。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（2）日本側の投入

（3）使用言語

（4）今後のスケ
　　 ジュール

・

ア

イ
ウ

・

・

詳細は要請内容及
び本調査結果を勘
案し、次回事前調
査時に協議する
が、以下の投入が
行えることを説明
する。
専門家の派遣
技術移転を行う長
期専門家の派遣
長期専門家の補完
としての短期専門
家派遣
研修員の受入れ
機材供与

英語を原則とする
旨説明する。
必要があれば、ヴ
ィエトナム語通訳
をヴィエトナム国
側が用意する旨説
明する。

・

ア

イ
ウ

・

・

・

詳細は事前調査時
に協議することを
説明したうえで、
下記を説明し、ミ
ニッツに記載し
た。
専門家の派遣
技術移転を行う長
期専門家の派遣
長期専門家の補完
としての短期専門
家派遣
研修員の受入れ
機材供与

英語を原則とする
旨説明した。
必要があれば、ヴ
ィエトナム語通訳
をヴィエトナム国
側が用意する旨説
明した。これに対
し、ヴィエトナム
国側からは、プロ
ジェクト開始まで
にカウンターパー
ト予定者に対し、
英語研修を行う旨
説明があった。

正式要請書が日本
政 府 に 提 出 さ
れ、EVNにて1999
年 6 月を目途に作
成中のトレーニン
グシステムの計画
がまとまった時点
に、事前調査団を
派遣する旨説明
し、ミニッツに記
載した。
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Ⅳ　調 査 団 所 見

１　基礎調査団現地報告

調査団は、予定どおり 4 月 5 日ハノイにて合流、翌 4 月 6 日、大使館井村書記官、JICA 事務所

畠山次長と打合せを行った後、直ちに先方工業省ティエム国際協力局次長、計画投資省ミン国際

経済協力局次長を表敬、本計画のカウンターパートの確認、正式要請書手続きの状況等基本事項

について確認の後、4 月 7 日よりカウンターパートであるヴィエトナム電力公社（EVN）ハイ総裁、

ズエン国際協力部次長、人事部トアン人材育成担当等と実質協議に入った。この間、7 日の訓練学

校等、8 日のホアビン水力発電所、9 日のエネルギー研究所（IE）、10 日のファライ火力発電所、12

日の職員訓練センターでの調査等を経て、4 月 14 日、本計画に関する先方の理解と要請内容の確

認を行ったので、EVN ハイ総裁との間で議事録に署名、これを確認した。その協議並びに現地調

査の概要について、ここに報告するものである。

（1） 計画の概要

本計画は、ヴィエトナム国の電力セクターにおける人材育成を目的として、我が国のプロ

ジェクト方式技術協力を要請する意向との情報に基づき、基礎調査団を派遣して、現在先方

が準備中の正式要請書の内容の確認とその背景を調査することを目的としたもので、当方の

対処方針会議において、北部ハノイを中心とした既存の訓練学校等を対象として、主として

インストラクターの能力向上を図る目的を想定したうえで、先方の望む分野とその技術移転

の方式、並びに先方の対応能力について、基本的な調査を行おうとしたものである。なお対

象分野については、火力、水力、送変配電を含めて電力分野全体について柔軟に対応する方

針にて協議に臨んだものである。

（2） 協議の概要

実質的な協議は、EVN ハイ総裁の指揮の下、ズエン国際協力部次長が窓口となり、直接は

人材育成担当のトアン氏が当たった。トアン氏は、オーストラリア留学の経験を有して、特

に望まれてハイ総裁直接の指揮の下、人材育成計画の立案に当たっている有能な若手スタッ

フで、今回も現在 EVN 内部で策定中の人材育成計画についても率直にこれを説明して JICA

の協力を求めたもので、今後の EVN の総合的な人材育成計画に大きな役割を果たすものと期

待される。

1）我が国プロ技のスキームに関する先方の理解の確認

ヴィエトナム国の電力セクターに対するプロ技協力は初めての経験なので、当方のプロ
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技のスキームを先方に確認させるため、スキーム全般についての説明を行った。当方の説

明は、その目的、パッケージの一般的内容、プロジェクトの必要条件、先方の負担事項（建

物等基本設備、供与以外の機材、カウンターパート、運営に関する経費負担、将来の持続性

保持、日本人専門家に対する特権供与）等スキーム全般にわたる一般的なもので、先方の十

分な理解を得たので、その概要を議事録に記して確認した。

2）プロジェクトの計画評価に採用する PCM に関する先方の理解の確認

我が国プロ技の投入に伴って、目的達成のためのモニターと評価、両者の相互理解のた

めのツールとして、PCM 手法を採用することの必要性を説明し、理解を得た。当方の説明

は、原因と効果の連関を重視した複層構造の設計、指標を重視したマトリックステーブル

の採用等の一般的事項のほか、当方がインプットする専門家グループの派遣に、補足的に

必要な機材の供与とカウンターパートの日本派遣が含まれることも併せて説明した。これ

ら手法の採用に関する双方の理解を確認するため、その概要を議事録に記して確認した。

3）プロ技の実施における合同運営委員会設置に関する確認

当方プロ技の実施にあたっては、日越両者合同の運営委員会の設置が必要で、これはヴィ

エトナム国側の主導権の下に組織され、少なくとも年 1 回以上の会議の開催が必要なこと

を説明し、この委員会を中心としたプロジェクトの評価に関しては、目標達成度・効果・実

施の効率性・計画の妥当性・自立発展性の 5 つの要素が重要で、この要素を中心に、プロ

ジェクトの終了前半年の時点において、合同評価のための会議をもつ必要のあることを確

認した。これらの主として評価に関する事項についても、これらを議事録に記して両者が

確認した。

4）今回協議において調査団が収集した事項の確認

今後プロジェクトの実施に至るまでには、事前調査、短期調査等調査団が数次にわたっ

て派遣されるため、今回調査団が確認した調査事項について、その項目を列挙のうえ、議

事録上で確認し、今後の調査団との間で重複せしめないよう配慮した。その内容は、電力

需給の現状と将来計画、人材育成の基本構想、人材育成に関する現状、既存訓練学校等の

運営の実態の 4 項目を主体とするもので、これらの調査結果を踏まえて、両者とも人材育

成に関するプロジェクトの実施が緊急の EVN の課題であることを、議事録に記して両者が

確認した。

5）先方要請内容の確認

先方の正式要請書は、今なお、MPI 内部で手続き中であるが、現時点における EVN の要

請内容について協議を行い、先方と調査団が概略一致した内容についてこれを議事録に記

して確認した。しかしこれは当方としては、あくまで先方の要請として扱うものであり、東

京における更なる検討を経て、事前調査団等によって確認されるものであることに、注意
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を喚起した。その確認は、①プロジェクト名を「電力セクターにおける講師訓練計画に関す

る技術協力」とすること、②工業省が責任機関となりEVN が実施機関となること、③EVN

総裁をプロジェクトの責任者とし対象として決定される訓練センターの所長がマネージャー

として実施に当たること、④今後選定される対象訓練センターはハノイ市内のセンターに

限定されること、⑤対象は講師レベルとし、その分野は、送変配電・火力・水力の運転保守

を中心に、必要に応じて短期専門家によって対応するものとして、発電経済・情報通信・機

械等に加え、総裁のたっての希望で、営業企画・会計財務・人事管理を包含すること、⑥技

術移転の方法は講座形式として講師レベルに対する講義と実習とすること、の 6 項目にわ

たっている。

6）今後の調査団等派遣計画の確認

今後の調査団派遣予定は、事前調査及び短期調査となるが、これに至るためには 2 つの先

方のアクションが必要である。第 1 は、工業省から申請された正式要請書が現在計画投資

省（協力窓口）で審議中であり、ヴィエトナム国としての優先度を確定したうえ、正式要請

書が東京に着到すること、第 2 は、現在、ハイ総裁と人事のトアン担当との間で調整中の総

合的なEVN の人材育成計画が確定して、必要な先方の承認を得た後、その内容が当方 JICA

事務所で確認されること、の 2 点である。後者については、トアン人事担当が総裁の意を受

けて現在鋭意策定中であり、その趣旨は、①現在 PC1 の管轄下である 3 か所の北部の訓練

センター（専門学校・職業訓練所・職員訓練センター）を組織上統一して EVN の直轄とす

ること、②ハノイ市西部にある職員訓練センターを拡充すること、③現在各現場発電所で

実施されている訓練を統一した訓練計画に併合し、送変配電のみならず、火力・水力の電

源の維持管理並びに基礎となる発電経済・情報通信・機械工学、更に営業企画・会計財務・

人事管理等も含めた総合化をめざすこと、の 3 点に要約される。

（3）背景調査の概要

1）最近の電力事情

全国の電力事情については、エネルギー研究所（IE）のヒエン所長から、最新の 1998 年

の記録を含めてその概要について情報を収集した。1998 年における電力の最大需要は

3,875MW に達し、前年1997 年の最大値3,582MW に対して年率13.1％の伸び率となってい

る。これに伴う年間発生電力量は 2 万 1,654GWh である。これに対する供給力は、ホアビ

ンの 1,920MW を主体とする水力が 6 か所 2,854MW（小水力 50MW を含む）、ファライの

440MW 等火力が5 か所1,098MW、バリアの271MW、フーミー2 － 1 の 288MW（バリアの

複合化 56MW が最近完成）等ガスタービンが 4 か所 818MW、その他ディーゼルが全国で

397MW、合計 5,167MW となっている。
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需給の将来計画については、1994 年に実施された JICA のマスタープランの基礎の上に最

近の経済情勢を考慮して修正を加えたうえ、2020 年までを目標に策定中であるが、現時点

においては、基準値として 2010 年における最大電力を 1 万 2,700MW（1995 年より平均年

率 10.9％）、必要発生電力量を 7 万 5,800GWh（平均年率 11.6％）としている。これに対応

するための供給力として準備中の主たるものは、水力で、中部のヤリ 720MW（2000 年運開

予定）、北部のソンラ2,400MW ～3,600MW（2010 年）、南部のハムトアン－ダミ475MW（2001

年）、南のダイニン300MW（2003 年）、南のドンナイ500MW（2008 年、JICA で開発調査実

施中）、北のダイティ 300MW（2008 年程度、FS を JICA に要請中）、火力で、南のフーミー

増設（ガスと複合型含む）3,350MW、南のオモン（重油又はガス）600MW、北のファライ 2

（石炭）600MW、等が視野に入っている。

2）人材育成訓練の概要

EVN の職員の全体数は 6 万人で、これらは、大学を卒業したエンジニア、高校を卒業し

て専門学校レベルの卒業後教育を受けた中級技術者、それに熟練作業員の 3 段階に区別さ

れる。OJT のほか、訓練センターが北部に 4 か所、中級第 1 電気職業専門学校（職員 86 人

うち講師 34 人、訓練容量年 300 人）、電気技術訓練学校（職員 115 人うち講師 38 人、訓練

容量年300 人）、ハノイ職員訓練センター（職員50 人うち講師5 人、訓練容量年300 人）、電

気機械訓練学校（機器工場に属する、職員 60 人うち講師 32 人、訓練容量年250 人）があり、

そのほか、南部ホーチミン市に中級第 2 電気職業専門学校（職員 87 人うち講師 40 人、訓練

容量年 650 人）、中部ダナンに中級第 3 電気職業専門学校（60 人うち講師 27 人、訓練容量

年 350 人）がある。専門学校は高校卒の一般より募集された生徒を基礎的に教育のうえ、

EVN ほかの電力セクター諸機関並びに民間が新入職員として採用するもので、電気職業訓

練学校は、高校卒からの募集は変わらないが、卒業後は EVN の作業員レベルとして採用さ

れ、そのほか職員のなかから選んで短期的に訓練も行われている。南部の第 2 及び中部の

中級第 3 電気職業専門学校は電気技術訓練学校の機能も兼ねている。

現在これらの専門学校並びに職業技術訓練学校は PC に属しているが、本年半ばに決定さ

れる新しい訓練体系のなかでは、北部の電気機械訓練学校を除いて EVN 直轄の下に統一さ

れて、現在各発電所に任されている火力及び水力の運転維持管理をも包含した総合的な体

制にするとの構想が進捗中である。この構想のなかでは、現在世界銀行の融資（300 万ドル）

で機材を整備し、200 万ドル相当の EVN 自身の予算で建物を整備中の、ハノイ市西部の職

員訓練センターがその体系のセンターとして、重要な役割を果たすものと想定されている。
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（4）現地調査の概要

調査団は、4 月 7 日、ハノイ近郊のサクソンにある中級第 1 電気職業専門学校及び空港近傍

の電気技術訓練学校を訪ね、基礎訓練の実態を、さらに、4 月 8 日にホアビン水力発電所、4

月 10 日にファライ石炭火力発電所を訪ねてOJT の実態を、また 4 月 12 日にはハノイ市西部

にある整備中の職員訓練センターを訪ね整備の状況を、それぞれ調査を行った。

1） サクソンの中級第 1 電気職業専門学校

ハノイ北方約40 キロメートルに位置して、8.6 ヘクタールの敷地に 8,000 平方メートルの

建物面積を有して、教室 10、実験室 11、修理工場 2 か所を有する広大な規模で、寄宿舎も

含めて 750 人を収容する能力があるが、設備は貧弱で、基礎的な電気工学を実習する能力

を備えているのみである。講師は、送変配電 16 名を中心に、政治 1 名、体育 2 名、数学 2

名、物理 1 名、情報1 名、経済 1 名、機械2 名、火力 2 名、水力2 名の内訳である。1975 年

以来の卒業生の内訳は、一般高校卒業後 2 年半の教育をここで受けたものが 1 万 1,000 人、

大学卒の短期教育を受けたもの 335 人、管理者の教育を受けたもの 290 人であるが、最近

ではほとんどが一般高校卒業者で占められている。しかし、発電所現場で聴取した内容に

よると、過去、ホアビン水力やファライ火力が運転に入った時点で、ここの卒業生が大量

に採用されている事実は注目に値する。なお、EVN はこの学校を教育期間 3 年半の短期大

学レベルに格上げすることを考えているようであるが、設備、講師等を考えると、かなり

将来の計画となるものと思われる。

2）サクソンの電気技術訓練学校

空港の近くにあり、規模は小さいが活況を呈している。設備も、電気職業専門学校に比べ

れば整備が行き届いていて、職員の努力が感じられる。ここは、一般高校卒業者を 24 か月

教育して第 3 級（全部で作業員レベルを 7 級に分けて、その下から第 3 番目）の資格が得ら

れる。ほかに 15 か月のコースや、農村電化に関する 3 か月の訓練コースもある。講師は主

として送変配電の運転維持管理を専門とするもので、大学卒が 60％を占め、英語を担当す

る講師が 1 名いる。常時 750 人から 800 人の訓練生が訓練を受けている。

3）ハノイの職員訓練センター

ハノイ市内西部に位置して、敷地面積2 ヘクタール、3 階建てのビルに、26 教室（各 10 人

から 60 人収容可能）、9 実験室に、2,000 平方メートルのワークショップ、300 人収容の講

堂を有する。1989 年まで旧ソ連の援助で建設していたが、旧ソ連が引き揚げてヴィエトナ

ム国独自で建設を続け、6 年前（1993 年）に建物は完成した。しかし、機器類は全く入らず、

教室機能だけで今日まで運用されてきた。現在 50 人の職員（うち講師 5 人、近く 8 人にな

る予定）と臨時の外部からの講師の招聘で、多いときは 300 人、少ないときは 20 人程度の、

EVN 職員の再教育を実施してきた。講師は電気技術中心であるが、英語2 人、政治 1 人、熱
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力学 1 名の基礎的な分野も担当している。

この 6 年間、このセンターの整備が EVN 幹部の悩みの種であったが、最近に至り、世界

銀行が機材整備の費用 300 万ドルを用意し、これにヴィエトナム国側が寄宿舎（450 人収容

可能）建設の費用 200 万ドル相当を準備して、職業訓練専門コンサルタント（豪のTIFE）に

よって機材整備案が提案されて、現在、国際入札前の審査段階にある。入札前なのでその

詳細を知るのは困難であるが、情報によると、電気システム、火力発電所運転、ガスタービ

ン運転の 3 種のシミュレーターが重要な部分を占めている模様である。しかし予算の規模

から考えて、かなり簡略化された機材であることが推測される。これらの機材は、2000 年

初頭に現場に到着して据え付けが開始されることになっており、センター側としても講師

陣を現在目処のついている8 人に加えて更に14 人を追加、合計で22 人とし、2000 年第 1 四

半期には訓練計画の実施に移りたい、としている。訓練は、EVN 職員を対象として、中級

クラスの技術者、熟練作業員、管理者グループの 3 つのコースを設けて実施しようとする

意欲的な計画である。

世界銀行は、現在施設整備のあとの技術協力については、これを追加する意図はないと

の、EVN 側の説明であり、今回我が国に要請する技術者養成のためのプロ技が、重要な役

割を果たすものと期待されている。

4）ホアビン水力発電所

この発電所は、820 人の全職員のうち大学を卒業したエンジニアクラスは 140 人である。

1984 年当時最初の 1 号機が運転に入る前の人材育成については慎重な方策が練られた。職

員の必要全体構成を想定した後資格を定め、その候補者を、技術専門の大学並びにサクソ

ンの中級第 1 電気職業専門学校の卒業者のなかから慎重に選定した。その人材について、

108MW 既設タクバ水力発電所で実習を重ね、更に建設当時駐在していた旧ソ連技術者に付

けて、組立等の作業に参加させ、運転マニュアルを共同で作成することによって技術力を

養成した。現在では、ロシアの技術者なしで円滑に運転維持管理を行っている。しかし今

後の職員の新陳代謝については、今のところ十分な体制が出来ていない。早晩、EVN の訓

練学校で教育されたスタッフの採用を考えていかなければならないだろう。

5）ファライ石炭火力発電所

この発電所は、地域住民の生活の中心となっており、学校、幼稚園、病院、水道、治安等

もすべて包含した職員構成となっている。したがって全職員の数は2,250 人に達しているが、

運転に従事するのは 3 交代制で 1 シフト 140 人で構成され、そのための要員は 600 人であ

る。ホアビンと同じく、1983 年の運転開始に先立って、工科大学やサクソンの専門学校卒

業生を採用して、旧ソ連技術者の下で、建設中よりその訓練にあたった。600 人のうち 130

人が大学卒のエンジニアである。この十年間余、新しい人材は採用していないが、近傍で
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ファライ第 2 火力の建設が始まっており、更に今後は職員の新陳代謝を考慮しなければな

らないので、EVN の実施する基礎教育に大きな関心をもっている。

（5）団長所感

EVN にとって、人材育成計画は、今後電源等設備の拡大や、現有職員の新陳代謝を考える

と、その整備は焦眉の急である。しかしながら、問題は先方の体制の整備で、現在策定中の

総合的な教育体系の確定がなされることが必要な条件である。この点については、本年 6 月

末の EVN 内での確定を待って、その取り扱いを検討する必要がある。これには、現在機材並

びに建物を整備中で、この構想の中心となると思われるハノイ市内の職員訓練センターの今

後の成り行きが注目に値する。この全体の人材育成構想の具体化は決して易しくはないが、若

手のトアン担当が、ハイ総裁の特命を受けてその策定にあたっているので、その成果に注目

したい。これについて連絡が当方 JICA 事務所にあれば、当方のプロ技の構想と併せ考えて、

プロジェクトの有効性が確認されるものと期待する。

世界銀行が 300 万ドルを融資してオーストラリアのコンサルタントを通じ進めている、ハ

ノイの職員訓練センターの整備計画との整合が、今後の当方プロ技の行方にとって 1 つの重

要な要素となる。これと積極的に整合を求めるとともに、資金協力が進められている各種電

源との連携を考慮して、完成後の人員確保のため、その一部資金による人材育成のための環

境整備を進めることも検討に値する。

いずれにしても、職員訓練センターを拠点として、訓練学校等の講師レベルを対象とした

講座を継続的に開設する方向が考えられる。この場合、ホアビン水力やファライ火力の意見

を参考にすると、送変配電の分野に限らず、電源の運転維持管理についても、EVN 本部もそ

の希望は強く、この 3 分野を中心にして、これに短期専門家で他の分野、例えば発電経済、情

報通信、機械工学の分野、更には総裁直接の希望である事務分野、すなわち営業企画・会計

財務・人事管理も取り込む方法が、プロ技の有効性に貢献し、更に EVN の人材育成体系の自

立発展に大きく寄与することになる。

正式要請書は、現在計画投資省の国際経済協力局の手中にあり、電力セクター内の優先度

とは別に、政府としての優先度を早急に決定させる必要がある。ミン次長との協議によると、

早急にこれを次官に説明するとのことなので、これに注目したい。なお、調査団は、我が国

が先方電力セクターに対する幅広い支援のなかでの重要なプロジェクトであり、このような

ソフト面での協力なくして、他の日本からの支援を確実に実施することに当方は懸念をもっ

ており、この点を十分に理解されたい、と申し入れた。
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2　電 力 政 策

（1）協力分野

本調査で訪問した IE によると、国内の電力需要は、1991 ～ 1998 年度実績で年平均 12.2％

と高い伸び率が続いており、2010 年までの需要見通しでも 11.5％～ 12.8％の伸び率と予測し

ている。これに対応するために、今後発電・送電・配電の各分野で大幅な設備拡充が計画さ

れており（Yaly 水力、Son La 水力、Pha Lai2 火力、Phu My 火力ほか）、2010 年までには設

備容量を 3 倍以上に拡充する計画となっている。

これに対応していくために電力技術者の養成が急務であり、既存の電力訓練センターの機

能の強化が必要となっている。この面から電力訓練センター教員の養成及び養成カリキュラ

ムの作成の要請があったものである。

（2）技術者養成の現状

現在、ヴィエトナム国には 6 か所（北部 4、中部 1、南部 1）の訓練センターが設置されて年

2,000 人が教育を受けている。センターは、主に電気職業専門学校と電気技術訓練学校に区分

されており、前者では高卒で 30 か月の教育を受けて中級技術者として EVN 等に採用されて、

後者は高卒および作業員が 15 ～ 24 か月の教育を受けて熟練作業員としてEVN 等に採用され

ている。

また、Pha Lai 火力、Hoa Binh 水力等の大規模電源の運開にあたっては、工科大学卒のエ

ンジニアや電気職業専門学校卒の中級技術者を大量に採用し、養成ののち配属をしている。

Hoa Binh 水力の場合、運開に合わせて計画的な職員養成を実施した。内容は、①既設発電所

での研修、②発電所建設時に旧ソ連技術者から設備設計技術を移転、③所属部署でのOJT 研

修、④試験に合格すると正式配属、となっており、グループ単位で養成を実施している。

（3）所　感

電力設備の大幅な拡充に対応した人員養成は、今後の電力安定供給のためには必要不可欠

であり、EVN も重要性を十分に認識し、優秀な若手世代のトアン主任がハイ総裁直轄で人材

養成の全体構成を立案しているところである。

このトアン氏の構想のなかでは、今回協力対象であるハノイ市内の訓練センターの組織拡

充、再構築が計画されている。世銀融資及び自己資金による機材拡充と、今回のプロ技協力

による教員人材育成を活用して、人材養成のレベルアップをめざした意欲的な構想への意気

込みが強く感じられた。

しかしながら、現状の養成機関、特に今回調査したサムソン電気職業訓練学校では、生徒

の在籍人数に比較して機材が質、量ともに非常に貧弱であり、内容的には日本の工業高校に
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近いものと想定される。一方、トアン主任の新養成機関構想は日本の電力会社の研修内容に

近いものをめざしており、現状とのギャップを埋めるべく、世銀融資と今回のプロ技の活用

をめざしている。

一方、ヴィエトナム国側からは電気職業訓練学校を技術短期大学へ改善する計画の説明も

あり、今回のプロ技の対象とする話があった。しかし、本協力目的が電力技術者の養成であ

り、専門家も電力技術者を派遣する予定であることから、短期大学化への直接の協力は難し

いと思料する。

協力分野では、当初ヴィエトナム国側より要請を受けた送電、変電、配電及び火力に加え

て、今後の大規模電源の運開を控えて、EVN 内部では水力運転保守分野へのニーズも大きい。

今後トアン主任の構想のなかで明らかになるものと思われる。

人材養成の具体的構想は本年 7 月を目途に政府部内で調整が図られる予定であり、決定後

に JICA 事務所に連絡されることとなっているが、これが明らかとなった時点で、日本の協力

分野について詳細な検討が必要である。

我が国の円借款により、Phu My、Ham Thuan-Dami 等の開発が進められているが、この電

源が安定的に運営され、ヴィエトナム国の経済インフラとして有効に活用されていくために

も、本協力による人材養成は必要不可欠であると思料する。

3　研 修 計 画

（1）協力分野　

当初ヴィエトナム国側からは、流通部門のみの協力要請があり、電源部門については、職

能教育に移行するという計画であった。しかし、至近年に多くの発電所運開が予定されてい

ること、また、今まで各発電所においてばらばらに訓練が行われてきた現状、さらに、ハイ

総裁から電力の非技術的分野にも協力要請があったこと等を勘案し、EVN 全社大での系統立っ

た職員の効率的レベルアップをめざすとすれば、電力事業にかかわるほとんどすべての分野

にわたって協力の必要があるという結論に達した。したがって、協力分野は下記の 12 の分野

とする。

①送変電、②配電、③水力、④火力、⑤発電経済、⑥電力自動制御、⑦電力測定・試験、⑧

電力機械、⑨電気技術、⑩営業計画、⑪会計財務、⑫人事管理

また、このほかに要望が出た環境、熱力学やガスタービンなどの分野は、水力や火力等の

分野に含まれており、そのなかで十分対応可能と考えている。
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（2）派遣専門家

①送変電、②配電、③水力、④火力の 4 分野については、それぞれ含む内容が専門的でかつ

幅広い範囲を包含するので長期専門家で対応することとし、⑦から⑫の分野については、専

門的ではあるが範囲が限定されるため短期専門家で対応することとしたい。

また、建設後の設備への対応が主となる送変電、水力、火力については運転及び保守管理

が対象となり、常に設備を拡充していく必要のある配電については、それに加えて計画、設

計及び工事等も対象となると考えられる。

（3）研修生受入れ

日本側での研修生受入れについては、各分野ごとに日本の設備を見学及び実習することに

重点を置くこととし、設備が必要である送変電、配電、水力、火力の 4 分野を中心に行う。
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Ⅴ　電力設備の現状と開発計画

1　発電設備の現状

国内の電力需要の増加に伴って電源設備を増設していく必要がある。外貨準備に限りがあるヴィ

エトナム国では、自国産のエネルギー源を最大限に利用する必要があり、それを重点的に利用す

ることは国家のエネルギー政策になっている。ヴィエトナム国には、北部、南部、中部ともにか

なりの水力資源があり、1980 年代後半以降の電力開発は大規模水力開発を中心にして行われてき

た。火力発電資源としては、北部には無煙炭を中心にした石炭資源があり、南部では石油と天然

ガスを産出する。石油は輸出可能なのでできる限り消費を減らし、天然ガスで発電を行うのが政

府の方針である。

北部では、旧ソ連の援助でThac Ba （108MW）、Hoa Binh （1,920MW）の 2 水力発電所が1985

年から1994 年にかけて運転開始した。石炭火力では、最大出力のPha Lai 発電所（440MW）とUong

Bi 発電所（105MW）がソ連の援助で建設され、Ninh Binh 発電所（100MW）は中国の援助で建設

された。Pha Lai は 1980 年代に、他の 2 発電所は 1970 年代に完成した。ほかに、地方で産出され

る少量の天然ガスを利用した Tien Hai ガスタービン発電所（32MW）がある。古いディーゼル発

電設備及びガス発電設備はHoa Binh 発電所の完成により不要になったので、南部及び中部に移設

された。需要に比較して発電容量は十分にあるが、水力発電が中心なので渇水時の発電力が十分

ではなく、一部南部から 500kV 送電線を通して受電する場合もある。

南部には日本からの戦時賠償によって建設されたDa Nhim 発電所（160MW）、ロシアとウクラ

イナの技術協力による Tri An 発電所（400MW）及び Thac Mo 発電所（150MW）の 3 水力発電所

がある。Da Nhim 発電所は 1964 年に運転開始しているが、Tri An、Thac Mo の両発電所は 1980

年代末から 1990 年代にかけて運転開始している。Thu Duc、Tra Noc の両石油火力発電所（合計

出力 198MW）は、1960 年代から 1970 年代初めにかけて建設された古い設備である。ホーチミン

市南部のHiep Phuoc で IPP による 3 × 125MW の石油火力発電所が建設中で現在までに 2 台が運

転開始している。南部で産出される天然ガスを燃料とするガスタービン発電設備の建設が進めら

れている。現在までに完成しているのは Baria 発電所の 37.5MW 機 6 台及び Phu My 発電所の

144MW 機 2 台で、Baria のガスタービン3 台分に対応する56MW 蒸気タービンは設置済みで他の

ガスタービンもすべてコンバインドサイクル化されることになっている。ほかに、油燃焼のガス

タービン発電設備（約 100MW）とディーゼル発電設備（約 150MW）があるが、効率が悪く燃料代

が高いので予備用に回されほとんど運転されていない。南部は常に電源不足の状態にあって、

500kV 送電線を通しての北部からの受電と自家用設備からの補充で電力不足を補っている。

中部の発電設備は最近完成した Vinh Son 水力発電所（66MW）と中小水力発電所（合計約
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30MW）だけで、Da Nang、Hue を中心とした電力需要を満たすには不十分で、不足分は南北500kV

送電線、北部からの 220kV 送電線及び南部からの 110kV 送電線を通して受電している。この電源

不足の状態は、現在建設中のYaly 発電所（720MW）の完成で一挙に解決される。ほかに僻地ディー

ゼル発電設備と小水力設備が分離系統を形成している。

1998 年末現在の全国発電設備の総容量は 5,167MW で、その構成比率は、水力 55.2％、石炭火

力 12.6％、石油火力 8.7％、ガスタービンコンバインでサイクル15.8％、ディーゼル 7.7％である。

（1）各燃料種別ごとの発電設備の状況

1）水力発電設備

ヴィエトナム国の水力発電所は水主火従の考え方で設計されているので、極端なピーク

運転は考えられていず、一般に日負荷率 50％程度で設計されている。主要河川に建設され

る場合、他用途によって発電運転が制約されることが多い。ヴィエトナム国最大の Hoa

Binh 発電所の場合、この計画の最大の目的は洪水調節なので雨期には貯水池水位を最低に

保つ必要があり、この期間中最大出力が下がる。そのほかに、乾期の農業用水確保目的の

責任放流の義務もある。現存の主要水力発電所は、すべて貯水池式で、ある程度の流量調

整が可能である。水力発電所は全体的に大きな技術的問題無しに運転されている。

2）石炭発電設備

ヴィエトナム国の石炭は無煙炭なので、蒸発分が少なく燃えにくい。Pha Lai 発電所の場

合、油で助燃しなければ、正常に燃やすことはできない。最大の Pha Lai 発電所は特にボ

イラーの劣化が激しく、定格出力で運転することはできない。ソ連崩壊後予備品の購入も

ままならない状態である。完全復旧にはかなりの費用が必要で、苦慮している。Ninh Binh,

Uong Bi の古い小型発電所は効率も低く、定格出力での連続運転には向かない。可能出力

は定格出力の約半分になっている。

3）石油発電設備

既設の EVN 発電所は、両方とも 30 年程度電力供給目的で連続運転されている。老朽化

は進んでいるが、スウェーデンからの援助と運転・保守員の努力で、いまだに全出力運転

が可能な状態にある。ただし、これら発電設備は石油燃焼であるうえに効率も低い。早晩、

設備の全取り替えないし、同じ場所でのもっと大きな設備の設置を考える必要が考えられ

る。これら古い発電設備に加えて、新しい125MW 機がホーチミン南部のHiep Phuoc で IPP

によって建設中で、2 台が運転開始している。

4）ガス発電設備

Bach Ho 油田の随伴ガス、その他のガス田からの天然ガスを利用した新しいガスタービ

ンと、油燃焼の古いガスタービンがある。前者は、順次コンバインドサイクル化され南部
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の主要電源として運転されることになるが、後者は油燃焼であるうえに古いものは燃焼温

度が低いので効率もかなり低い。現在、予備機となっているが、早晩新式の機器と交換す

ることになろう。

5）ディーゼル発電設備

主電力系統に接続されたディーゼル機器は、ほとんど運転されず、予備機になっている。

ディーゼル機器は油を必要とするうえに保守が面倒で、大電力系統の電源として適当でな

い。今後、順次退役することになると思われる。しかし、中部山岳地帯等僻地ディーゼル発

電を必要としている地域がかなりある。

既設発電所

1．北部地域

水力：　　　 Hoa Binh 1,920MW (8 ×240MW)

Thac Ba 108MW (3 ×36MW)

石炭火力：　 Pha Lai 440MW (4 ×110MW)

　　　　　 Uong Bi　　　　 105MW (55 ＋50MW)

　　　　　　 Ninh Binh　　　 100MW (4 ×25MW）

2．南部地域

水力：　　　 Da Nhim 160MW (4 ×40MW)

　　　　　　 Tri An　　　　　 400MW (4 ×100MW）

　　　　　　 Thac Mo　　　　 150MW (2 ×75MW）

石油火力（＋ガスタービン）： Thu Duc   　　　　293MW 汽力 (1 × 33、2 × 66MW)

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　ガスタービン(128MW)

　　 ［2 × 37.5MW、及び古いGT］

Tra Noc 108MW 汽力 (33MW）

　　 　　　　　　　　　　　　 ガスタービン(2 × 37.5MW)

　　　　　　 Hiep Phuoc (IPP)　 250MW 汽力　(3 ×125MW)

コンバインドサイクル： Ba Ria 327MW (CC)   (3 ×37.5 ＋56MW)

　　 Phu  My  Ⅱ－ 1　　　  (GT)   (3 × 37.5 ＋ 2×23MW)

　　　　　　　　　288MW (2 ×144MW）（GT）

3．中部地域

水力：　　　 Vinh Son　　　　　66MW (2 ×33MW)

4．その他小規模発電所

　北部　  62MW GT : Tien Hai (34MW), DG: Bei Bang (28)

　南部　192MW　 HT : Suoi Vang (3.1MW), Loc Phat (0.6)
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      　　　　DG : Cho Quan (33MW), Bien Hoa (33), Ba Queo (30), Can Tho (10.5), Others (81.5)

　中部　206MW　 HT : Dray Ling (12MW), An Diem (5.4), Ry Ninh, (3.5), Others (8.1)

DG : 227 units - 177MW

　上記以外に、小水力発電所、僻地ディーゼル発電機器等がある。

2　電源開発計画

ヴィエトナム国の電源開発は将来にわたって、可能な限り自国内で産出できるエネルギー源を

利用して行う必要がある。ヴィエトナム国は、国際河川のメコン河をはじめ多くの河川が流れて

いて水力資源に恵まれているので、今後とも水力開発を積極的に進めることにしている。

地域別のエネルギー源の分布量を電力消費に対応して眺めてみると、北部は紅河流域を中心と

した水力資源と埋蔵している石炭で、2010 年までの需要には問題無く対処することができる。南

部は唯一の大河川であるドンナイ川の水力資源も限られていて、大規模電源の開発は火力に頼ら

ざるを得ない。南方海域でかなりの量の天然ガスが発見されているが、産出量には未確定な部分

が多く、他用途との取り合いもあって、発電用の利用可能量については未確定である。今後、天

然ガス、石油、北部からの石炭、輸入炭等燃料選択について、経済性をベースにした個別の検討

が必要になってくる。国内の他地域又は外国からの電力輸入についても検討が必要である。中部

には地域の需要を上回る水力資源があり、地域内の需要だけでなく 500kV 送電線による南部への

送電も視野に入れて、経済性の高いものから開発を進めることになろう。

政府は、電源開発に対する資金不足の解決策の 1 つとして、IPP 又は BOT の形式で民間資金の

電源開発への進出を促進する方針をとっていて、法体制の整備を進めている。今後は火力分野だ

けでなく水力分野への進出も含めて歓迎している。

現在ヴィエトナム国には油精製施設が無いので、産出した原油を輸出し、製品を輸入する方法

をとっている。自国内の需要に対応する油精製施設を建設する計画があり、2001 年には完成する

予定である。

エネルギー研究所の最新の需要予測によると、ヴィエトナム国ではベースケースで、1995 年か

ら 2010 年の間最大電力の伸びが平均 10.9％になるものと予測されている。発電計画はこの需要予

測に従って作成する必要がある。現在、エネルギー研究所は 2020 年までの需要予測を基にし、ワ

スプⅢコンピュータープログラムを使用して 1999 年から 2020 年までのマスタープランを作成し

て、承認用に政府に提出している。その情報を基本にして、現在工事中、開発準備中及び計画中

の開発計画について下記に示す。
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（1）工事中の計画

現在施工中及び工事中の計画の内容は下記のとおりである。

a）北部地域

石炭火力： Pha Lai Ⅱ    600MW (2 × 300MW) 2000

b）南部地域

水力： Ham Thuan    300MW (2 × 150MW) 2000

　　 Dami1      72MW (2 × 86MW) 2000

石油火力： Hiep Phuoc IPP    125MW (1 × 125MW)　1999

ガスタービン： Tra Noc (Can Tho)      75MW (2 × 37.5MW) 1999

コンバインドサイクル： Phu My Ⅰ  1,090MW (3 ×213.4 ＋450MW) 2000

Phu My Ⅱ－ 1(GT)    420MW (2 ×213.4MW) 2001

Phu My Ⅱ－ 1(ST)    144MW (1 × 144MW)　2001

c）中部地域

水力： Song Hinh      70MW (2 × 35MW) 1999

　　　　　　 Yaly     720MW (4 × 180MW) 2000/01

北部の Pha Lai Ⅱ石炭火力発電所は、OECF 資金を利用して、電源開発（株）のコンサル

タントで工事が進行中である。南部では、現在の電源不足を背景に、水力開発、天然ガス発

電、石油発電と大量の電源開発が進行中である。このうち Ham Thuan、Dami の 2 水力発電

計画とPhu My のコンバインドサイクル発電計画には日本のOECF 資金が導入されている。中

部のYaly 水力発電計画は長い間懸案だった大水力開発計画で、現在ロシア・ウクライナ協同

の技術援助で工事中である。その発電電力は一部は中部で消費されるが、大半は 500kV 送電

線で、ホーチミン地区へ送電される予定である。

（2）開発準備中の計画

現在開発準備中の計画は下記のとおりである。

南部地域

　　　水力： Dai Ninh      　 300MW

　　　油・ガス燃焼火力： O Mon   　　　 600MW

　　　コンバインドサイクル： Baria Ⅱ　　　　 56MW　（蒸気タービン発電機追加）

　　　 Phuy My Ⅱ－ 1　300MW　（蒸気タービン発電機追加）

Dai Ninh 及びOmon 計画には日本からのOECF 資金の導入があてられている。Omon 計画

は天然ガス又は油燃焼による蒸気タービン発電所で、天然ガスが利用可能ならばそれを利用

する考えであるが、ガスの利用可能量及びその経済性等未確定な部分があり、燃料をどうす
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るかは未決定である。この発電所の完成は 2004 年か 2005 年を予定している。

（3）計画中の計画（2010 年まで）

a）北部地域

水力：　　 Dai Thi     　 300MW (3 ×100MW)

　　　　　 Ban Mai     　 350MW (4 ×87.5MW)

　　　　　 Son La      　 2,400-3,600MW

 (2010 年までに 600MW、2015 年完成)

石炭火力： Quang Ninh (BOT) 300MW

Thai Nguyen (BOT) 100MW

Na Duong (BOT) 100MW

Uong Bi Extension 300MW

Hai Phong 600MW

b）南部地域

水力：　 Can Don (BOT) 　72MW (2 ×36MW)

　　　　　 Dong Nai 3 255MW (3 ×85MW)

　　　　　 Dong Nai 4 245MW (3 台)

油・ガス燃焼： Soc Trang (BOT) 475MW

コンバインドサイクル Phu My Ⅱ－ 2 720MW (2 ×213.4 ＋300MW)

　　　　　 Phu My 3 720MW (2 ×213.4 ＋300MW)

c）中部地域

水力：　　 Sesan 3 260MW (2 ×130MW)

　　　　　 Thuong Kon Tum 220MW (2 ×110MW)

　　　　　 Pleikrong 120MW (2 ×60MW)

　　　　　 Se San 4 340MW (3 台)

　　　　　 Buong Coup   85MW (3 台）

南部の火力発電計画の詳細は、現状では未確定な天然ガスの発電用利用可能量によって左

右される。

電力供給力増強のために、将来ラオスから水力電気を輸入する可能性が高い。輸入地点と

しては 500kV 送電線の Ha Tinh 及び Pleiku 地点が考えられている。他に中国の雲南から輸

入する可能性もある。

原子力発電は将来必要になると考えられている。2015 年までの運転開始をめざして、日本

のプラント協会（JCI）と協同で FS 調査を実施している。
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各年ごとの発電計画の詳細は、発電計画の政府承認後に明確にできるとのことである。

3　送 電 系 統

（1）系統構成

ヴィエトナム北部及び南部の主送電系統は 220kV 送電線で構成されていて、主要発電所と

負荷地の主要変電所を結んでいる。ヴィエトナム国の 2 次送電線電圧は 110kV で、110kV 送

電線が広く張り巡らされている。南部では、一部分で 66kV 送電線が 2 次系統として使用され

ているが、この 66kV 系統は送電容量を上げるために順次 110kV に格上げされている。主配

電電圧は 35kV で、地方ではこの電圧で配電されているが、市街地では 11kV 又は 6.6kV で配

電されている。これら電圧階級及び設計の考え方は旧ソ連方式の考えを採用している。南部

及び中部の一部では旧フランス時代の 15kV 配電が今でも行われている。政府は、国際機関の

勧告を容れて全国的に主配電電圧を 22kV とすることを決定していて、この定格の変圧器が一

部設置されている。

（2）500kV 送電線

ヴィエトナム国には、北部最大の水力発電所であるHoa Binh 水力発電所と南部のホーチミ

ン市郊外の Phu Lam 変電所間を結ぶ全長 1,500 キロメートルの 500kV 連携送電線が 1994 年

に完成している。両端の変電所で 500 ／ 220kV 変圧器を通して 220kV 系統と連携していて、

中間にHa Tinh（北部）、Da Nang、Pleiku（共に中部）の3 変電所がある。Da Nang 及びPleiku

の 2 変電所には変圧器が設置されているが Ha Tinh 変電所には現在のところ変圧器無しで開

閉所として運用されている。この送電線によって、北部、南部、中部の電力系統が強固に連

携され、全国的に単一の電力系統が形成された。当初、この送電線は北部の余剰電力を南部

及び中部へ送電することを主目的として建設されたが、その後南部のガス火力発電所の建設

により発電力は大幅に増強されて、現在では乾期の昼間は南部から北部に送電し、Hoa Binh

発電所は夕方ピーク運転させている。こうして、この送電線は全国的な予備電力の適正配置

に貢献している。

（3）既設設備

既設の500kV と 220kV の送電線、及び500 ／ 220kV と 220 ／ 110kV の変電所の一覧表は

添付表に示すとおりで、各地域の概要は下記のとおりである。

ａ）北部系統

北部地域の主要水力発電所のHoa Binh がハノイの西南方向に、そして石炭火力発電所の

Pha Lai が東北に位置している。これら 2 発電所とハノイを結ぶ 220kV 送電線が北部の基
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・Bao Loc - Phu My       160 キロメートル

・Phy My - Nha Be          45 キロメートル

・Nha Be - Phu Lam        20 キロメートル

この送電線には、Bao Loc で220kV 系統を通してDai Ninh、Dong Nai、Ham Thuan Dami

等の発電所と連携され、Phu My では Phu My － Baria 発電所と連携され、これらの発電系

統との総合運用が必要となる。

Phu Lam 変電所は既設の南北送電線の 500kV 変電所である。Nha Be 変電所ではホーチ

ミン220kV 系統と連携するための500 ／220kV 変圧器が必要になる。メコンデルタのO Mon

方面への 500kV 線は、Phu Lam 変電所ではスペースが取りにくいので、Nha Be 変電所か

ら分岐させることになる。

ｂ）Ha Tinh 変電所拡張

当初、Ha Tinh 変電所は 220kV への降圧用変圧器を置かず、現在は 500kV 線路の開閉所

としての機能だけを果たしている。現在、SIDA の資金で変圧器を設置して、Hoa Binh 発

電所から中部のDong Hoi 変電所に至る全長 550 キロメートルの 220kV 送電線路を補強し

て、この地域の将来の需要増に対応しようという計画が進行中である。

（2）220kV 系統

ａ）北部系統

現在、下記の 4 区間の送電線が建設中である。

・Hoa Binh - Soc Son 1 回線　　 90 キロメートル

・Soc Son - Thai Nguyen 1 回線　　 40 キロメートル

・Pha Lai - Hai Phong 1 回線　　 55 キロメートル

・Pha Lai - Quang Ninh 2 回線　　110 キロメートル

そのほかに Pha Lai Ⅱ発電所の建設に合わせて Pha Lai - Soc Son 間に 2 回線送電線（60

キロメートル）を建設する計画である。

ｂ）南部系統

現在、Ham Thuan - Dami - Long Thanh 間の 2 回線送電線（全長 150 キロメートル）及

び Long Thanh 変電所を建設中である。

5　給電及び通信系統

（1）給電系統

ヴィエトナム国には旧ソ連が納入した給電設備は無い。ハノイのEVN 本社内に 500kV 送電

計画で納入されたフランスCegelec 製の SCADA 設備があり、モザイク盤で全国の主要発変電
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所の運転状態を監視し、主要開閉機器を操作し、電力系統データの編集を行うことができる。

この系統の通信設備については、（2）に述べている。全国系統の日ごとの発電計画を作成し、

及び各発電所への指示もこの全国給電所で行っている。この盤には将来拡張の余地がなく、現

在工事中ないし計画中の発電計画が完成する頃には、更に大きな設備を新設する必要がある。

このほかに、南部のホーチミン市にはホーチミン電力系統の安定運用を目的としたスウェー

デン製の給電所がある。この系統の通信には 400MHz 帯の UHF 回線を使用している。

（2）電力用通信

ヴィエトナム国の電力用通信で基幹をなすのは、旧ソ連製の送電系統用の PLC 設備と本社

と基幹変電所を結ぶ多重の通信線搬送回線である。この系統の最大の問題点は、システムが

ロシア規格でできていて、CCITT 規格に従った西欧ないし日本からのシステムとの相互乗り

入れができないことである。

全長1,500 キロメートル、4 区間の 500kV 送電線にはOPGW が架設されていて、10 芯の光

ファイバーを電力用、公衆回線用に各 5 芯ずつに振り分けて運用している。電力用回線は、給

電用デジタル信号、保護継電器シグナル、音声通信等の伝送に使用している。500kV 送電用

変電所と北部、南部、中部の給電所の間にはデジタルマイクロ回線がある。この系統の伝送

速度はOPGW 回線、マイクロ回線共に現在 34MBS である（将来 140MBS まで増容量可能）。

ほかに最近建設された Phu Lam - Nha Be - Phu My 送電線にも OPGW を架設している。全

国給電所構成にあたっては、500kV 系統の光ファイバーとマイクロウェーブによる通信回線

に、新設の2MBS のマイクロ回線、400MHz のUHF 回線とPLC を組み合わせてデータ通信回

線を構成している。

旧ソ連製の通信システムは、現在主として電話連絡用に使用しているが、これも適用規格

の違いのために西欧系のシステムとの相互乗り入れはできない。ロシア系と西欧系のシステ

ムは別個に運用するしかないのが現状である。今後、西欧の給電系統を拡張していくために

は全通信システムをロシア式から CCITT 方式に順次入れ替える必要がある。

6　既設電力設備機器状況

（1）火力発電所

ガスタービンについては燃料別ではなく、タービンのタイプで分ける。コンバインでサイ

クルは全部ガスタービン発電に入れる。

北部：　 石炭　　　　　  645MW

　　　　 ガスタービン　　 32MW

南部：　 石油　　　　　  448MW
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　　　　 ガスタービン　  530MW

中部：　 ディーゼル発電以外の火力発電は無い

（2）水力発電所

主要水力発電所はすべて貯水池式である。

北部：2,028MW　　南部：550MW　　中部：66MW

（3）通信系統

ヴィエトナム国の現存電力通信系統の重大問題は、主要部分を占めるシステムがソ連ない

しロシア製で、CCITT 基準に合致していないことである。西欧ないし日本のシステムとロシ

アのものとは相互接続ができない。西欧製の SCADA を本格的に導入する場合など、古くか

らあるソ連の通信系統を全部入れ替える必要がある。

　　（a）光通信

500kV 送電線でHoa Binh - Phu Lam 間に、全長 1,500 キロメートルのOPGW を敷設し

て通信及びリレー保護に使用している。ほかに Phu Lam - Nha Be - Phu My 間にも最近敷

設された。

北部　360 キロメートル　 南部　225 キロメートル　 　中部　980 キロメートル

　　（b）マイクロウエーブ通信

使用されているのはすべてデジタル・マイクロ回線である。500kV 送電系統関連の回線

は 34MBS だが、その他はすべて 2MBS の回線である。

34MBS 回線は、北部、南部、中部の 500kV 変電所と給電所の間で使用されている。

北部　90 キロメートル　　 南部　10 キロメートル　 　中部　15 キロメートル

2MBS の回線は、北部と南部で給電用等に使用されている。

北部　70 キロメートル　　 南部　160 キロメートル　 　中部　無し

　　（c）UHF 通信

400MHz 帯の UHF 回線も北部と南部で給電用のデジタル回線に使用されている。

北部　約 140 キロメートル 南部　約 150 キロメートル 　中部　無し

　　（d）PLC 通信

ヴィエトナム国で電力用通信として最も広く使用されていて、110kV 以上の送電線には

500kV 線を含めてほとんどすべて PLC が装備されている。一部35 ／ 33kV 線でも使用され

ている。北部はほとんど全部ソ連ないしロシア製で、南部もロシア製が多い。古い PLC に

は現在の CCITT に合致しないものがある。

500kV 線用のもの及び最近給電用に設置したものは西欧製である。
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550kV　　　　　　4 区間　1,500 キロメートル

220kV　　北部　　2 区間　  350 キロメートル

　　　  　　　　　南部　　  7 区間　  550 キロメートル

ほかに、旧ソ連が設備したロシア規格による通信回線が全国にわたって使用されている。

北部はほとんどがソ連製だが南部では西欧製があるとのことだが詳細は分からない。

（4）変電所

（a）型式

北部では、ハノイ中心部に 110kVGIS 変電所建設計画があるが、既設のものはバクニン省

の日本の工場用自家用設備 1 か所だけである。

南部のホーチミンでは220kVGIS 変電所建設計画があるが、実現には至っていない。自家

用設備は分からない。

（b）遮断器の型式

－　500kV 遮断器

北部：1 か所 4 台、南部 1 か所 4 台、中部 3 か所 8 台、全部 SF6 型である。

－　220kV 遮断器

北部：合計約 101 台で、SF6 型 37 台、空気吹き付け型 38 台、OCB26 台である。

南部：全体で 90 ～ 95 台、SF6 型 45％、ACB35％、OCB20％程度と思われる。

中部：合計 13 台で、全部 1994 年以降の納入ですべて SF6 型と思われる。

－　110kV 遮断器

管理者が、送電会社、発電所、配電会社と分かれているのでデータを集めるのは至難の業

である。

北部：大多数がソ連製で、発電所、220kV 変電所にはACB もあるがそれ以外はOCB で

ある。220kV 変電所の一部で SF6 型と取り替えられているが、わずかである。新しい物は

SF6 型が多い。

南部：やはりソ連製が多いが、北部よりはバラエティがある。主として小油量のOCB が

多いことは同じだが、SF6 の割合は北部より多い。

中部：南部と同じ傾向と思われる。

－　35 ／ 11 ／ 6.6kV　配電用遮断器

この項目はほとんど全部配電会社の管轄である。古いソ連製のものは全部OCB だが、新し

いものは真空又は SF6 型である。真空型の方が多いとのことだが、数量は分からない。
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（5）制御・監視方式

（a）給電設備

ハノイに 500kV 送電計画に関連して導入されたフランスCegelec 製の SCADA 装置があ

る。これによって南部及び中部の給電所、主要発変電所の運転状態を表示することができ

る。500kV 送電系統の 5 変電所及びHa Dong 変電所の主要開閉機器は遠方操作することが

できる。

ほかにホーチミン市にはホーチミン配電系統管理用のスウェーデン製の給電設備がある。

ただし、詳細はよく分からない。

（b）コンピューター利用

ヴィエトナム国の電力設備で大幅にコンピューター化されているのはBa Ria、Phu My 両

発電所のガスタービン発電所である。

水力発電所では一番新しい Song Hinh 発電所が最も自動化されているとのことである。

北部の変電所でコンピューター化されているのは最近建設されたNam Dinh 変電所だけ

である。

500kV 変電所もコンピューターによるデータ処理は行っていない。

7　既存訓練学校の実験室器具

1999 年 4 月 7 日に中級第 1 電気訓練専門学校と電気技術専門学校の 2 校を訪問し、その際実験

室を 9 室ずつ視察した。各実験室にあった実験用機器は下記のとおりである。

（1）中級第 1 電気職業専門学校

見学した 9 実験室の設備は下記のようなものであった。

（a）電力基礎実験室で電圧・電流・電力計、レオスタット、電球、オッシログラフ（これだ

けは新しい）があった。主として中国製。非常に古い機器。

（b）WHM の実習室で、電力計、WHM、電球があった。非常に古い機器。

（c）コンピューター実習室で、PC が 16 台あった。EVN で 1998 年に購入したとのことでウィ

ンドウズ 95 を使っていた。ウィンドウズ 3.1 も使用可能とのことだった。

（d）リレー実習室で反限時電流リレー、補助リレー、サイクルカウンター等非常に古いもの

であった。旧ソ連製。古すぎて現在のリレーの参考にはならない。

（e）モーター修理実習室で、断面、コイルその他各種あった。

（f）火力発電所制御盤の雛形（古い実物だが裏面配線はない）。制御作業実習用。ソ連、ポー

ランド製。配電盤スイッチハンドル操作の練習ぐらいしかできない。

（g）修理工場で、旋盤（1）、ボール盤（1）、グラインダー（1）、万力（多数）があり、全部ヴィ

エトナム製があった。
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（h） モーター修理実習室でいろいろな状態のモーターが置いてあった。

（i）配電用機器の実習室で、ソ連製のパネル（11kV、400 ／ 230V）、OCB、断路器、ヒュー

ズ、ヴィエトナム製配電用変圧器等があった。

1966 年開校当時からの機器が多いとのことである。中国製が一番多く次はソ連製と聞いたが、

比較的新しかったのはコンピューター類とオッシロ 1 台だけで、他は電力基礎の教育には使え

るが、古すぎてこれからの実際必要となる新しい技術習得には不適当である。

（2）電気技術訓練学校

見学した 9 実験室の設備は下記のようなものであった。

（a）基礎実験室で、電流・電圧計、WHM、CT、PT、電球があった。

（b）機器取り扱い実習室と思われ、電流・電圧計、WHM、OCB、断路器等があった。

（c）小型モーター実習室でソ連製のいろいろな状態の教材があった。

（d）配電技術実習室で、実習用配電線、OCB、キュービクルひな型、ABB 製の配電用変圧器

とガススイッチ、手工具、ヘルメット、安全器具等があった。

（e）パネル・キュービクル実習室でソ連製の低圧パネル、ABB 製の 12 ／ 24kV 真空遮断器入

りキュービクル、パネル機器等があった。

（f）コンピューター室で PC21 台（最新のもの）、プリンター、OHP 等があった。

（g）試験器室で、中国製デジタル型WHM 較正器（97 製）、モーターテストセット、シンクロ

テスターがあった。全部比較的新しい。

（h）配電用機器実習室で、ソ連製のOCB、断路器、ヒューズ、ケーブルヘッド、避雷器等が

あった。

（i）屋内配線実習室で、種々のモデルがあった。

このセンターも全体的には古い機材が多いが、新しい、現在そしてこれからも使用されるも

のがかなりあった。　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
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